
　雇用保険制度では（１）失業等給付、（２）育児休業給付、（３）雇
用保険二事業を担っています。（１）、（２）については事業主と労
働者が保険料を折半して納めていますが、労働者が失業した場
合や教育訓練を受ける場合、また育児休業をした場合に給付を
支給する等の事業が行われています。（３）については事業主か
らの保険料によって、雇用安定事業等例えば「雇用調整助成金」
の助成金事業の運用が行われています。
　現在は、週の所定労働時間が２０時間未満の労働者や同一の
事業主に継続して３１日以上雇用される見込みがない労働者、
また昼間学生等は対象になりません。
　人手不足の問題が顕著になり、ダブルワークを希望する労働
者は今後ますます増加してくると思われますが、雇用保険の仕
組みは複雑です。複数事業所で雇用される労働者の雇用保険適
用については「その労働者が生活を維持するのに必要な主たる
賃金をうける１の雇用関係についてのみ、被保険者となる」とされ
ていて、労働者が６５歳以上でない限り、２つの事業所の労働時間
を合算して適用する事はできません。
　現状では、週の所定労働時間がＡ社では１０時間、B社でも１０
時間の合計２０時間の週所定労働時間で勤務していても、合算
されない為雇用保険の加入対象者になりません。また、６５歳以上
の労働者については特例的に本人の申出により２つの事業所の
労働時間を合算して適用することが可能ですが、一方の事業所
を退職してしまった場合に週の所定労働時間が２０時間を下回る
と被保険者ではなくなってしまします。（図１）
　その様な課題を解決する為、ダブルワーク等働き方の多様化
に合わせた制度の見直しが行われました。
◯雇用保険の適用対象者を週の所定労働時間が１０時間以上の
労働者まで拡大する。　［施行期日：２０２８年 (令和１０年）１０月］

　失業給付（基本手当）の受給資格等にかかる「被保険者期間
の算定基準」も次の様に見直されます。
現　在：賃金の支払基礎日数が１１日以上又は賃金の支払基礎

となった労働時間が８０時間以上ある場合を１月とカウ
ントする

改正後：賃金の支払基礎日数が６日以上又は賃金の支払基礎
となった労働時間が４０時間以上ある場合を１月とカウ
ントする

　また「失業認定基準」も次の様になります。
現　在：労働をした場合でも、１日の労働時間が４時間未満に

とどまる場合は失業日として認定する

改正後：労働をした場合でも、１日の労働時間が２時間未満に
とどまる場合は失業日として認定する

　雇用保険適用拡大により、新たに雇用保険の加入者となった
場合も給付基準は現在の被保険者と同様に、失業給付（基本手当）、
教育訓練給付、育児休業給付等が支給されます。
◯その他の見直しとして、「自己都合による離職の場合」の失業
給付（基本手当）受給の際の給付制限期間の変更が予定され
ています。　　　　　　　　［施行期日：２０２５年（令和７年）４月］

現　在：正当な理由のない自己都合離職者に対しては、待期期
間満了の翌日から原則２ヶ月（５年以内に２回を超える
場合は３ヶ月）の給付制限期間がある

　　　　※ハローワークの受講指示を受けて公共職業訓練等
を受講した場合は、給付制限が解除される

改正後：原則の給付制限期間を２ヶ月から１ヶ月へ短縮する（但し、
５年間で３回以上正当な理由のない自己都合離職の場
合は、給付制限期間は３ヶ月）

　　　　※離職期間中や離職日前１年以内に自ら雇用安定及び
就職の促進に資する教育訓練を行った場合は、給付
制限が解除される（図２）

労働者が安心して再就職活動を行えるようにする観点から、この
様に給付制限の見直しが行われました。
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　さぁ、始まりました。全青協カポッドキャストにようこそ！ 
私は、全国青年印刷人協議会の議長を拝命しております。
大阪の新星印刷株式会社、西岡天芳です。
　さて、今回は、今期の全青協活動テーマ「地域変態計画
～アトツギベンチャーが未来を変える～」についての、「ア
トツギベンチャー」について深ぼってみましょう。
　昨今、巷でもよく耳にする「ベンチャー」という単語。
ベンチャービジネス、ベンチャーキャピタルなど。なんとなく
「起業」と同義語かな？ と思っていらっしゃる方もいらっ
しゃるのではないでしょうか。また、これに近しい言葉として、
最近よく耳にするのが「スタートアップ」ではないでしょうか？ 
この二つの違いとは？？
　スタートアップ企業とベンチャー企業はどちらも「新しい
事業に取り組む企業」であり、似た言葉として捉えられま
すが、両者にはビジネスモデルや出口戦略などの違いが
あります。 スタートアップ企業が今までにない新しく革新
的なビジネスを生み出すのに対し、ベンチャー企業は既存
のビジネスモデルを行う場合もあるのが特徴です。出口
戦略についても、スタートアップ企業が短期的にM&Aや

IPOを目指すのに対し、ベンチャー企業は中長期的に黒字
の継続を目指すため、経営のスピード感も異なります。
　ベンチャー企業は既存のビジネスモデルを活用して収
益性を高め、着実な成長を目指す企業です。安定した経営
を前提としており、成長スピードは緩やかですが、長期的に
じわじわと右肩上がりの成長を続けていきます。組織全体
もバランスの良い人材で構成し、無理のない社内プロセス
によって成長を目指します。
　我々、印刷業界には長寿企業が数多く存在し、２代目以降
のアトツギが多数いらっしゃいます。そこで今期の全青協
では、自社、そして業界のこれまでの取り組みを大切にし
つつ、先代から受け継いだ価値を、時代に合わせてアップ
デートしながら、新しい事業を創出する。そんな「アトツギ
ベンチャー」となる変態を輩出する場になっていくことを
目指し、活動していきます。
　このページにポッドキャストのＱＲコードを掲載しており
ますので、是非ともアクセスして全青協の活動を身近に
感じでみてください！ それでは、続きは、カポッドキャストで。
　さよ～なら～。

［図１］

［図２］

2 以上の雇用関係にある65歳以上の労働者の雇用保険の適用

基本手当の受給手続の流れ（正当な理由のない自己都合退職）
※2025（令和７）年４月施行予定
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週・所定１０ｈＢ事業所

ＡとＢを合算して 20時間以上であるため、
労働者の申出を起点として雇用保険を適用
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改正前 ２ヶ月　⇒　改正後 １ヶ月 自ら教育訓練を行った場合に解除

参考：令和6年 1月12日職業安定分科会雇用保険部会（第 193回）参考資料より

Ａを離職し、20時間を下回るため、
・Ａで支払われていた賃金額を基礎として
給付し、（※高年齢求職者給付金として一
時金を給付）

・ 被保険者ではなくなるため、以後、保険料
を徴収しない

※

再生突破!
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